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〇本事業は、商店街団体等における、インバウンドを含めた集客力の強化ための「賑わい創出事業」「インバウンド事業」「未病を改善する取組事業」を支援します。
〇なお、この補助金の交付は、神奈川県議会における平成30年度当初予算案の議決が条件になります。そのため、当初予算案が議決されない場合には、本補助事業を実施しません。

平成３０年３月

神奈川県産業労働局中小企業部商業流通課


１　事業について

(1) 事業の目的

ラグビーワールドカップ2019及び東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、インバウンドを含めた集客力の強化を図るため、商店街団体等が商店街の魅力を高めるために行う事業に対して補助等を行います。
(2) 事業内容
Ⅰ　補助対象者
ア　商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）に規定する商店街振興組合若しくは商店街振興組合連合会又は中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）に規定する商店街の事業協同組合
イ　アに掲げる以外の法人化された商店街団体

ウ　アからイに掲げる以外の商店街団体

エ　過去に県の若手商業者連携支援事業で事業を実施し、また、その構成員が一市町村内に留まる商業者団体

オ　商店街（会）団体を主たる構成員とする実行委員会

カ　商工会法（昭和35年法律第89号）に規定する商工会又は商工会議所法（昭和28年法律第143号）に規定する商工会議所

キ　特定非営利活動促進法（平成10年3月25日法律第7号）に規定する特定非営利活動法人

· 但し、未病を改善する取組事業については、上記に加えて商店街団体と連携して事業を行　　う団体のうち知事が認めるものも対象とします。　

Ⅱ　補助対象事業
(ｱ)　賑わい創出事業

　　 地域住民等のニーズを踏まえて賑わい創出のために新たに行う事業

(1)  インバウンド事業
インバウンド需要を積極的に取り込む事業
(ｳ)　 未病を改善する取組事業
　　「未病を改善する」取組の実践や発信の場として、商店街の空き店舗等を活用したコミュニティカフェ等の賑わいの拠点において実施する事業

【それぞれの事業の取組例】

(ｱ) 賑わい創出事業

① 商店街観光ツアー、食べ歩きコースの設定、プロのコツを教えるミニ講座やまちゼミの実施事業

② 地域の資源を活用して、地域ブランドを確立し、広く県内外から誘客を可能とする事業

③ その他、広く県内外から誘客するための魅力発信事業。及び「集客力の強化」、「継続的な賑わいの増加」に資する事業
(1) インバウンド事業
1 インバウンド需要の取り込みにつながる商店街観光ツアーなどの事業
2 インバウンド受入れのためのハード整備や多言語標記案内・マップ作り等の事業
(ｳ) 未病を改善する取組事業

1 健康体操、ウォーキングや地域の高齢者による作品展示会などの健康メニューの提供
2 高齢者の食事会等や健康づくりのための料理教室

3 測定機器等を利用した健康測定、保健師や栄養士、薬剤師等による健康相談や健康情報の提供　
※ 以上の例に限定するものではなく、オリジナリティ溢れる事業を支援します。
※ 公序良俗に反するものは、応募対象外となります。
　※ ただし、日常的な集客に結びつかない単発のイベント事業は対象外となります。
＊ 「未病を改善する」取組とは、2014年１月８日に知事が発表した「未病を治すかながわ宣言」に基づき、特定の疾患の予防・治療にとどまらず、心身の状態を整え改善する取組であり、食や運動、社会参加など、ライフスタイルの見直しにより、人々の健康を維持しより良い状態にしていこうとするものをいいます。

（例：健康メニューの提供・料理教室、測定機器等を利用した健康測定　等）

〔補助の条件〕

・概ね３年間で実現する目標や、それを実現するプロセスが明確であること。
・商店街等の歩行者通行量の増加、売上高の増加及び地域ニーズの充足等の事業実施効果が継続して見込まれること。

Ⅲ　補助対象経費　　　消費税及び地方消費税を除く。
・賑わい創出事業
・インバウンド事業
・未病を改善する取組事業
専門家謝金、専門家旅費交通費、会議費、会場借料、借損料、印刷製本費、通信運搬費、広告宣伝費、消耗品費、什器備品費、賃金、雑役務費等の事務経費、委託費、改装費

商品開発・販路開拓にかかる経費、資料作成・購入費、材料費、集計・分析費、ソフト開発費、商標権等取得経費、施設整備関係費、家賃

※ 什器備品費には、測定器、冷凍･冷蔵庫、空調設備等含む。
※ 会議費のうち、飲食に係る費用は対象外とする。
※ 家賃については、商店街の空き店舗等を活用した拠点にかかるものに限る。また、本事業開始年度のみ補助を行う。大型商業施設等のテナントは除く。
なお、対象経費のうち支払の確認ができない（領収書のない）経費又は事業期間終了後に支払われた経費、商店街の販売促進のため景品・賞金に充当する経費、商店街が発行する商品券のプレミアム（上乗せ）分に充当する経費、その他知事が適当でないと認めた経費については補助対象としない。

　　
Ⅳ　補助率
(ｱ)　賑わい創出事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費の１／３以内
(ｲ)　インバウンド事業　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費の１／２以内
(ｳ)　未病を改善する取組事業　　　　　　　　　　　　 　 事業費の１／２以内　

Ⅴ　補助上限額及び下限補助対象経費
補助上限額　３００万円、下限補助対象経費　５０万円

Ⅵ　アドバイザーの派遣

事業の円滑な実施や結果の検証のために、必要に応じて専門家をアドバイザーとして派遣します。
·  原則として、事業実施結果の検証のために、各団体１回以上派遣します。
Ⅶ　事業実施期間

　　　　平成30年度中 (～平成31年３月31日まで)

　Ⅷ　事後の効果検証等

事後の効果検証を補助終了後５年度にわたって行っていただきます。

(3) 事業の流れ

　　①　周知

　　　　募集要項を作成し、各地域県政総合センター等での配布や、県ホームページで掲載します。
　　②　募集・選定

　　　　公募を行い、選考委員会の選考を経て補助対象事業の選定を行います。

　　③　内示
　　　　補助対象事業として選定した旨を内示します。

④　補助金の交付申請　

事業実施期間を確保するため、内示後、速やかに申請してください。
⑤　補助金の交付決定

　　交付申請から概ね２週間程度で交付決定します。

⑥　アドバイザーの派遣

　　　事業実施主体が希望する場合は、事業の円滑な実施や結果の検証のために、県が派遣する専門家の指導を受けることができますので、派遣申請の手続きを行ってください。原則として、事業実施結果の検証のために、各団体１回以上派遣します。

⑦　事業実施（実績報告の提出）

　　　　事業が完了した日から30日を経過した日または翌年度４月20日のいずれか早い日までに補助事業実績報告書を知事に提出します。
　　⑧　補助額の確定

　　⑨　補助金の支払い

(4) 事業のスケジュール(募集から補助金支払いまでの主な流れ)

	
	期　間

	募　集
	３月１日～４月16日必着

	選　定
	５月上旬（予定）

	内　示
	５月下旬（予定）

	補助金の交付申請
	内示後、速やかに

	補助金の交付決定
	交付申請から２週間程度

	事業実施
	交付決定から平成31年３月31日


	アドバイザー派遣
	　随時

	完了検査・額の確定
	実績報告書の提出後、実施

	補助金支払い
	補助金額の確定後支払い


２　応募方法

(1) 提出書類

８ページ以降の事業計画書(様式１)に必要事項を記入のうえ、７ページに記載のお申し込み・お問い合わせ先へ提出してください。
なお、様式は、県のホームページからダウンロードできます。
【提出書類】

1 事業計画書（様式１）
② 必要に応じて参考資料
③ 事業計画書に係る意見書（様式１－５）

　※③については、申請者が、特定非営利活動法人、または、「未病を改善する取組事業」を行う場合で実施主体が商店街と連携して事業を行う団体の場合
(2) 提出方法

ア　電子メールの場合

　提出書類（様式１、様式１－５、必要に応じて参考資料）＜電子データ＞一式を添付して、machizukuri-shoryu.tn8b@pref.kanagawa.jpに送信してください。

なお、様式１の１ページ目及び様式１－５については、代表者印の押印が必要となりますので、別途、押印したものを郵送でお送りください。

【送信方法】

1 電子メールのタイトル（件名）は、「平成３０年度神奈川県商店街魅力アップ事業計画書　（申請者名）」としてください。

2 「申請者名」について、共同申請の場合は、連絡先として事業計画書様式に記載されている団体名を記載してください。

3 提出書類の電子データのファイル名は、次のようにしてください。

事業計画書「商店街魅力アップ事業計画書（申請者名）」

なお、「申請者名」は②と同様に記載してください。

4 参考資料がある場合は、電子データ化した上で、事業計画書と併せて送信してください。また参考資料のファイル名には番号をつけ、事業計画書と同様に申請者名を記載してください。

5 zipファイルを添付されますと受信できませんのでご注意ください。また、容量が５メガバイトを超える場合は、お手数ですが複数の電子メールに分割して送信してください。

イ　郵送等または持参の場合

提出書類１部及び電子媒体(ＣＤ－Ｒ)１式を８ページのお申し込み先まで提出してください。
ご提出いただいた書類は返却できませんのでご了承ください。

持参の場合は、予め電話にてご連絡のうえお越しください。

【郵送・持参の方法】

1 提出書類は片面印刷にしてください。

2 全ての書類（事業計画書、必要書類）はダブルクリップで綴じてください。
3 電子媒体はＣＤ－Ｒでの提出をお願いします。
（ＣＤ－Ｒでの提出が困難な場合は、８ページのお問い合わせ先までご連絡ください。）

4 電子媒体には、次のようにラベルを付してください。
「商店街魅力アップ事業計画書（申請者名）」

なお、「申請者名」について、共同申請の場合は、担当者連絡先として事業計画書に記載されている団体名を記載してください。

5 電子媒体に保存する事業計画書の電子データのファイル名は、以下のように付してください。

· 事業計画書「事業計画書（申請者名）」

なお、「申請者」名は④と同様に記載してください。

6 参考資料がある場合は、事業計画書と同様に電子媒体でも提出してください。また、参考資料のファイル名には番号をつけ、事業計画書と同様に申請者名を記載してください。

7 封筒の裏面に「平成３０年度神奈川県商店街魅力アップ事業計画書在中」と朱書きしてください。

(3) 応募締切

応募締切は以下の通りです。

平成３０年４月１６日（月曜日）　必着となりますので、ご注意ください。
(4) その他

応募に要する費用は、応募者の負担となります。

３　審　査

　　応募のあった事業計画については、有識者からなる選考会における審査を経て、支援対象事業を選定いたします。

(1) 審査における考え方

次の点を重視して審査します。

・目標設定が適切か。

・目標実現に資する事業構成か。

・事業を実施した結果、商店街等が活性化する蓋然性が高いか。

・地域一体となって取り組んでいるか。
(2) 審査方法
有識者からなる選考会において、提出された書類に基づいて事業計画の審査を行います。その際、申請者からヒアリングを行います。なお、連携する商店街等の代表者の方にもヒアリングに出席していただきます。
(3) 補助対象事業の選定と公表

選考会の審査をもとに、補助対象事業を県が選定します。選定された事業等は、県のホームページ上などで公表します。
４　各事業個別事項
(1)未病を改善する取組事業

ア　「未病を治すかながわ宣言協力活動」の登録(必須)
コミュニティカフェ等の開店後は「未病を治すかながわ宣言協力活動登録制度」に基づく、登録を行ってください。→ http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f480290/p754591.html
　　・店頭など目立つ場所に県健康増進課が提供するステッカーを掲示していただきます。
・県から依頼する未病改善に関するチラシ等を配布していただきます。
· 登録のメリット（いずれも無料）
　①　県の特設サイト「かながわ健康長寿ナビサイト」からイベント情報等を発信できます。
　②　認知症のリスク軽減効果が期待できる「コグニサイズ」の指導者や「コグニサイズ」を
一緒に行うロボットの派遣を受けられます。
　③　県立保健福祉大学の「栄養サポートステーション」（タブレットを使った食生活診断と
食生活改善のアドバイス）を行う管理栄養士の派遣を受けられます。　
イ　未病センターの認証（任意）
　　手軽に健康状態や体力等をチェックし、その結果に基づくアドバイスや「未病を改善する」取組みのための情報提供を行う場として活動する場合には、未病センターの認証を受けることができます。→　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f480290/p887051.html
· 認証のメリット
県のＨＰ等で未病センターの紹介がされるなどイメージアップにつながります。
＜未病センターの具体的な内容（必須機能）＞
①自分の健康状態の「見える化」
例）健康機器測定コーナーの設置、体力測定コーナーの設置
②健康に関する相談・アドバイス
例）薬剤師等による相談、民間サポーターによるアドバイス
③食、運動などの知識の習得、情報提供
例）県や市町村の健康づくりに関する情報の提供、健康イベントの情報提供

＜お申し込み・お問い合わせ先＞

〒２３１－８５８８

横浜市中区日本大通１

神奈川県産業労働局中小企業部商業流通課　商業まちづくりグループ　

電  話　　　　０４５（２１０）５６１２（直通）

電子メール    machizukuri-shoryu.tn8b@pref.kanagawa.jp
ホームページ　　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/p1218126.html
 (様式１)

　　年度神奈川県商店街魅力アップ事業計画書

　　年　　月　　日

　神奈川県知事　殿

申請者

所在地　〒
団体名
代表者名　　　　　　　　　        　　　　  印　　　   

神奈川県商店街魅力アップ事業費補助金交付要綱の規定に基づき、事業計画書を提出します

事業名　※該当するものに〇を記載

①　賑わい創出事業

2 インバウンド事業
3 未病を改善する取組事業

　　　　　　　　　　　　　　　　記　　　注）本申請書は必ず電子データで作成のこと。　　

１. 事業名及び実施地について

　　事業名（目的、内容がイメージできるような名称とすること）

	


事業実施地（〇〇商店街等。事業を実施するエリアが分かるように地図を添付すること。）

	


２. 補助事業申請者について（名簿、組織図を添付すること。）

	事業実施者名称
	

	事業所等住所
	〒


	代表者氏名（役職・氏名）
	

	電話番号
	

	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	


担当者連絡先（事業実施の担当者に関する事項を記入すること）

	所　　属
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）

氏　　名
	

	連絡先（電話番号）
	

	連絡先（ﾌｧｸｼﾐﾘ番号）
	

	連絡先（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）
	


3． 商店街等の現在の状況（立地、客層、業種構成など商店街の状況について記入すること）

	


4． 事業計画について

　　　 (1)事業内容（今年度に実施する事業の内容を詳細に記入すること）　
	


(2)効果（効果を数値化できるものについては、数値目標もあわせて記入すること）
（例）商店街等の歩行者通行量(必須）、売上高、地域住民の満足度等
	


５．過年度事業の評価について　※前年度に採択された団体のみ使用
    実施した結果を踏まえた課題認識及び改善策
	


６．物件（賃借物件）について

※補助対象に係る物件がある場合に記入

物件（賃借物件）の状況

	項　目
	内　容

	所在地及び面積
	

	所有者の住所及び氏名
	

	月額賃借料
	

	空き店舗面積
	

	賃借開始年月日
	

	賃借満了年月日
	

	事業実施図（位置図、設計図）
	

	賃借の状況がわかる写真
	


※転貸しは下記についても記載のこと
	転貸人の住所及び氏名
	

	転貸し人が負担した月額賃借料
	

	賃借開始年月日
	

	賃借満了年月日
	


７．補助対象事業の収支予算について

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種類
	内  容
	金額
	備　考

	補助金
	県商店街魅力アップ事業費補助金
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　計
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の内訳
	内   容
	金額(税抜き)
	消費税
	合計
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	


８．概ね３年後に実現する目標や活性化に至るプロセスを定める計画書

※　前年度に採択された団体は記入不要
１　商店街等名：　　　　　　　　　　　　　　　　
　
２　概ね３年後に実現する目標や活性化に至るプロセス
（１）商店街等の抱える課題、商店街等に対する地域住民のニーズ等（ニーズ把握した方法も記入すること）


（２）今後の商店街の目指す姿、３年後に実現する数値目標

　※数値目標の例：商店街等の歩行者通行量(必須）、売上高、地域住民の満足度等

３　今後３年程度で実施する主な事業

※２（２）で掲げた目標を実現できるような事業計画すること。主な事業とスケジュールを記入すること。


４　事業の評価・検証

※３年後に実現する数値目標をどのように測定し、評価・検証していくのか記入すること。


５　事業実施体制

※他の地域団体との連携などどのような体制で事業を実施していくのか記入すること。


（様式１－５）

年月日
神奈川県商店街魅力アップ事業　事業計画に係る意見書　　　　　　

神奈川県知事　殿

商店街名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　

　神奈川県商店街魅力アップ事業費補助金に係る次の事業については、下記のとおり意見を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名：

事業名　：「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．当該事業計画に対する商店街の意見
２．当該事業計画に対する協力状況(予定を含む)
 (様式１) 
　　平成３０年度神奈川県商店街魅力アップ事業計画書

平成　　年　　月　　日

　神奈川県知事　殿

申請者
所在地　〒
　　　　
団体名

代表者 職・氏名　　　　　　　　　        　　　　  印　　　   

神奈川県商店街魅力アップ事業費補助金交付要綱の規定に基づき、事業計画書を提出します

事業名　※該当するものに〇を記載

1 賑わい創出事業

2 インバウンド事業
3 未病を改善する取組事業　　　　
記　　　注）本申請書は必ず電子データで作成のこと。　　

１. 事業名及び実施地について

　　事業名（目的、内容がイメージできるような名称とすること）

	


事業実施地（〇〇商店街等。事業を実施するエリアが分かるように地図を添付すること。）

	


２. 補助事業申請者について（名簿、組織図を添付すること。）

	事業実施者名称
	

	事業所等住所
	

	代表者氏名（役職・氏名）
	

	電話番号
	

	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	


担当者連絡先（事業実施の担当者に関する事項を記入すること）

	所　　属
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）

氏　　名
	

	連絡先（電話番号）
	

	連絡先（ﾌｧｸｼﾐﾘ番号）
	

	連絡先（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）
	


３．商店街の現在の状況（立地、客層、業種構成など商店街の状況について記入すること）

	


４．事業計画について
　　　　「概ね３年後に実現する目標や活性化に係るプロセスを定める計画書」を前提に、今年度に実施する事業について記入してください。

 (1)事業内容（今年度に実施する事業の内容を詳細に記入すること）　
	


(2)効果（効果を数値化できるものについては、数値目標もあわせて記入すること）
（例）商店街等の歩行者通行量(必須）、売上高、地域住民の満足度等）
	


５．過年度事業の評価について　※前年度に採択された団体のみ記入
    実施した結果を踏まえた課題認識及び改善策
	 


６．物件（賃借物件）について

※補助対象に係る物件がある場合のみ記入

物件（賃借物件）の状況

	項　目
	内　容

	所在地
	

	所有者の住所及び氏名
	

	空き店舗面積
	

	賃借開始年月日
	

	賃借満了年月日
	

	事業実施図（位置図、設計図）
	

	賃借の状況がわかる写真
	


※転貸しは下記についても記載のこと

	転貸人の住所及び氏名
	

	転貸し人が負担した月額賃借料
	

	賃借開始年月日
	

	賃借満了年月日
	


７．補助対象経費の収支予算について

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	種類
	内  容
	金額
	備　考

	補助金
	県商店街魅力アップ事業費補助金
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合　計
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の内訳
	内   容
	金額(税抜き)
	消費税
	合計
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	


８．概ね３年後に実現する目標や活性化に至るプロセスを定める計画書

１　商店街等名：　　　　　　　　　　　　　　　　
　
２　概ね３年後に実現する目標や活性化に至るプロセス
（１）商店街等の抱える課題、商店街等に対する地域住民のニーズ等（ニーズ把握した方法も記入すること）


（２）今後の商店街等の目指す姿、３年後に実現する数値目標

　※数値目標の例：商店街等の歩行者通行量(必須）、売上高、地域住民の満足度等

３　今後３年程度で実施する主な事業

※２（２）で掲げた目標を実現できるような事業計画すること。主な事業とスケジュールを記入すること。


４　事業の評価・検証

※３年後に実現する数値目標をどのように測定し、評価・検証していくのか記入すること。

５　事業実施体制
※他の地域団体との連携などどのような体制で事業を実施していくのか記入すること。

（様式１－５）

年月日
神奈川県商店街魅力アップ事業　事業計画に係る意見書　　　　　　

神奈川県知事　殿

　　　　　　商店街名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　職・氏名　　　　　　　

　神奈川県商店街魅力アップ事業費補助金に係る次の事業については、下記のとおり意見を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名：

事業名　：「　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．当該事業計画に対する商店街の意見
２．当該事業計画に対する協力状況(予定を含む)

〔受付窓口：神奈川県産業労働局中小企業部商業流通課〕


〒231－8588　横浜市中区日本大通１


電話番号　045（210）5612(直通)


ホームページ　� HYPERLINK "http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/p1218126.html" �http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/p1218126.html�





商店街等の抱える課題


商店街等に対する地域住民のニーズ等


ニーズ把握した方法





今後の商店街等の目指す姿





３年後に実現する数値目標








１年目　主な事業


２年目　主な事業


３年目　主な事業





測定方法


評価・検証方法











印





様式の枠は適宜広げてください。





記載例





「所在地」、「団体名」及び「代表者役職名・氏名」を記入し、代表者印を押印してください。





事業の目的、内容がわかるよう簡潔に記入してください。





事業を実施する商店街名称等を記入し、地図も併せて添付してください。





申請者の団体が分かるよう名簿、組織図等も添付のうえ、記入してください。





事業計画書の記載内容を熟知した方を記入してください。





立地、客層、業種構成など商店街の現在の状況について記入してください。








計画書を前提に、実際にどのような事業を行うのか、詳細に記入してください。





事業実施による効果を具体的に記入してください。また、商店街等の歩行者通行量(必須）、売上高、地域住民の満足度など数値化できるものは、数値目標を必ず記入してください。





前（過）年度に本事業に採択された場合には、「事業概要」を具体的に必ず記入してください。（29年度商店街魅力アップ事業採択事業の場合に記載。）





事業実施に際し、施設整備を伴うものである場合には、その仕様を記入してください。





賃借物件の概要を記入してください。





補助金を県、市町村、国など申請先別に記入してください。


また、自己資金の額、金融機関等からの借り入れがある場合には、その額を記入してください。





「経費の内訳」には対象経費を記入してください。また、「内容」には、詳細な事業内容を記入し、「金額」には、その支出金額を記載してください。


消費税は補助対象経費から除きます。





商店街の抱える課題、商店街に対する地域住民のニーズ等、ニーズの把握方法などを記入してください。








商店街等の抱える課題


商店街等に対する地域住民のニーズ等


ニーズ把握した方法





上記記載の課題解決や地域住民のニーズに応えるための今後の商店街の目指す姿、３年後に実現する数値目標について記入してください。


題などを記入してください。








今後の商店街等の目指す姿





３年後に実現する数値目標








３年後に実現する目標を実現できるような事業計画となるよう、主な事業とスケジュールを記入してください。





１年目　主な事業


２年目　主な事業


３年目　主な事業





目標を達成したことを判断するために、３年後に実現する数値目標をどのように測定し、評価・検証していくのか記入してください。








測定方法


評価・検証方法











３年後に実現する目標を達成するために、他の地域団体との連携などどのような体制で事業を実施していくのか、記入してください。


題などを記入してください。








印





商店街内に未病を改善する取組の拠点ができることで、商店街にどのような効果が期待できると考えているか、商店街として、事業実施が望ましいと考えているか記載してください。





事業者が行う事業について、商店街としてどのような協力を行う予定であるか（健康講座等広報への協力、カフェの食材調達の協力等）記載してください。
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